
 
 



 
 

編集後記 
 毎年この時期は、百貨店をはじめチョコレート商戦が賑や
かに展開していますね。コロナウイルス終息はまだ先です
が、綺麗で美味しそうなチョコレートを見るだけで気持ちが
明るくなります。さて、日本では昭和 30 年代からバレンタ
インデーは、女性から男性にチョコレートを贈る日として定
着しましたが、近年では、贈る相手を問わず、お中元かお歳
暮のような感覚で家族、友人、お世話になっている方、ある
いは自分自身へチョコをあげる日に変化しました。高級チョ
コから遊び心満載のユニークなものまで、枚挙に暇がないほ
ど沢山の種類がある為、何を買おうか迷ってしまいますね。
チョコレートは栄養価が高いことでも知られています。血管
を守り糖尿病やメタボ予防の効果があると言われています
が、糖質、脂質も多く高カロリーなので食べすぎに注意です。 
今年の 2/14 は日曜日。皆様、素敵な１日となりますように。 
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TOPICS   
令和 2 年「高齢者の雇用状況」～厚労省調査より 
◆ほぼ 100％の企業が高年齢者雇用確保措置を講じる 
厚生労働省は、高年齢者を 65 歳まで雇用するための「高

年齢者雇用確保措置」の実施状況などを集計した「令和

２年「高年齢者の雇用状況」」（６月１日現在）を公表し

ました。同調査は、従業員 31 人以上の企業 164,033 社

の状況をまとめたもので、これによると「定年制の廃止」

や「定年の引上げ」、「継続雇用制度の導入」のいずれか

の措置（高年齢者雇用確保措置）のある企業は 164,033
社、99.9％（前年同比 0.1 ポイント増）でした。 

育児休業中の就労について 

◆育児休業中に就労することはできるか？ 
育児・介護休業法上の育児休業は、子の養育を行うた

めに、休業期間中の労務提供を消滅させる制度です。

よって、休業期間中に就労することは想定されていま

せん。しかし、労使の話合いにより、子の養育をする

必要がない期間に限り、一時的・臨時的にその事業主

の下で就労することができます。ただし、恒常的・定

期的に就労させる場合は、育児休業をしていることに

なりません。 
 
…最近、「復職前の時期に短時間、ご本人の復職準備の

ために臨時的に職場に出たい」「もし職場に出て業務

を手伝ってもらった場合には、事業所は賃金を支払

ってよいのか？」といったご相談をお受けすること

があります。結果的に復職日をいつにするのか、育

児休業給付金受給の要件等も含め、予め準備が必要

ですので、ご検討の場合には事前にご相談ください。 

 

「３６協定届」が新しくなります 

◆改正の内容 
 2021 年 4 月 1 日より 36 協定届の様式が新しくなり
ます。改正内容は大きく 2 点あります。 
① 36 協定届における押印・署名の廃止 
② 36 協定の協定当事者に関するチェックボックス

の新設 
※新旧様式の適用、その他留意点などについては、
厚生労働省リーフレットにてご確認ください。 
https://www.mhlw.go.jp/content/000708408.pdf 

         

      

       

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３月１日から障害者雇用率が引き上げられます 
◆改正の概要 

障害に関係なく、希望や能力に応じて、誰も
が職業を通じた社会参加のできる「共生社会」
実現の理念のもと、障害者雇用促進法において、
事業主には、障害者雇用率以上の割合で対象障
害者を雇用する義務が課されています。この法
定の障害者雇用率が、令和３年３月１日から
0.1％引き上げられることになりました。 
改正の経緯としては、平成 30 年４月１日施行

の改正で、法令上は、2.0％から「2.3％」に引
き上げられました。但し、経過措置として、平
成 30年４月１日から起算して 3年を経過する日
より前に廃止することして、当分の間は、
「2.2％」とすることとしていました。この経過
措置の廃止の期日が、「令和 3 年 3 月 1 日」と
され、結果的に、同日から法令上の「2.3％」が
適用されることになりました。 

◆障害者雇用率 

事業主（国および地方公共団体を除く）は、
その雇用する対象障害者（※）である労働者の
数が、その雇用する労働者の数に障害者雇用率
を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があ
るときは、その端数は、切り捨てる）以上であ
るようにしなければなりません（障害者雇用促
進法 43 条１項）。 
※対象障害者とは、身体障害者、知的障害者または精

神障害者（精神保健および精神障害者福祉に関する法

律の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受け

ているものに限る）をいいます（障害者雇用促進法 37

条２項）。 

この障害者雇用率が、3月 1 日から以下の通りとなりま

す（いずれも同日前より 0.1％引上げ）。 

・民間企業        2.3％  
・一定の特殊法人     2.6％ 
・国、地方公共団体等   2.6％  
・都道府県等の教育委員会 2.5％ 

◆障害者雇用率引き上げの留意点 

 対象となる一般事業主（一定の特殊法人を除
く）の範囲が従業員 43.5 人以上に広がります。 
 尚、その事業主には以下の義務があります。 
・毎年 6 月 1 日時点の障害者雇用状況をハロー
ワークに報告すること 

・障害者雇用の促進と継続を図るための障害者
雇用推進者を選任するよう努めること 


